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〇 畑作等促進整備事業実施要領（令和５年４月１日付け４農振第3103号農林水産省農村振興局長通知）一部改正新旧対照表 

（下線部分は改正部分） 

改 正 後 改 正 前 

（事業の申請等） 

第７ （略） 

２ 前項により採択された事業計画等について、次に定める重要

な変更が生じた場合には、前項の手続に準じて、事業計画等の

変更の報告を行うものとする。 

（１）～（４）（略） 

３ 事業採択申請書は別記様式第２号により、事業採択通知書は

別記様式第３号により、それぞれ作成するものとする。また、

前項により事業計画等の変更の報告を行う場合には、事業変更

報告書は別記様式第４号により作成するものとする。 

 

４・５ （略） 

 

（事業の申請等） 

第７ （略） 

２ 前項により採択された事業計画等について、次に定める重要

な変更が生じた場合には、前項の手続に準じて、変更申請を行

うものとする。 

（１）～（４）（略） 

３ 事業採択申請書は別記様式第２号により、事業採択通知書は

別記様式第３号により、それぞれ作成するものとする。また、

前項により変更申請を行う場合には、事業変更申請書は別記様

式第４号により、事業変更通知書は別記様式第５号により、そ

れぞれ作成するものとする。 

４・５ （略） 

 

（事業達成状況の報告） 

第８ 本事業の事業実施主体は、次に定めるところにより、達成状

況報告及び改善計画の提出を行うものとする。 

（１）ハード事業の完了年度から５年以内に定める目標年度に、

別記様式第１号により本事業の達成状況を取りまとめ、翌年

度の９月末日までに別記様式第５号により報告するものと

する。 

（２）地方農政局長等は達成状況が十分でないと認めるときは、

事業実施主体に対し、改善措置を講じるよう指導できるもの

とし、指導を受けた事業実施主体は、別記様式第６号により

改善計画を提出するとともに、改善計画の目標年度までの毎

（事業達成状況の報告） 

第８ 本事業の事業実施主体は、次に定めるところにより、達成状

況報告及び改善計画の提出を行うものとする。 

（１）ハード事業の完了年度から５年以内に定める目標年度に、

別記様式第１号により本事業の達成状況を取りまとめ、翌年

度の９月末日までに別記様式第６号により報告するものと

する。 

（２）地方農政局長等は達成状況が十分でないと認めるときは、

事業実施主体に対し、改善措置を講じるよう指導できるもの

とし、指導を受けた事業実施主体は、別記様式第７号により

改善計画を提出するとともに、改善計画の目標年度までの毎
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年度その事業達成状況を取りまとめ、翌年度の９月末日まで

に地方農政局長等に報告するものとする。 

 ２～４ （略） 

年度その事業達成状況を取りまとめ、翌年度の９月末日まで

に地方農政局長等に報告するものとする。 

 ２～４ （略） 

 

（その他） 

第11 （略） 

 ２～５ （略） 

６ 事業の着手は、原則として、国からの交付決定通知を受けて

行うものとするが、やむを得ない事情により、交付金の交付決

定の前に着手する必要がある場合には、その理由を具体的に明

記した交付決定前着手届（別記様式第７号）をあらかじめ地方

農政局長等に提出するものとする。なお、事業実施主体は、交

付決定前に着手した場合には、要綱の規定による交付金交付申

請書の２の備考欄に着手年月日及び交付決定前着手届の文書

番号を記載するものとする。 

７～13 （略） 

14 事業実施主体が都道府県及び市町村以外の場合であって、都

道府県が定率助成の事業種類の欄19の指導（以下「指導事業」

という。）を実施していない場合又は１地区当たりの単年度の

交付金の交付額が１億円を超える場合には、事業実施主体は、

土地改良区機能強化支援事業実施要綱（令和７年４月１日付け

６農振第2936号農林水産事務次官依命通知）第５の１に基づく

会計指導員、監査法人又は公認会計士等による外部監査を受け

るものとする。 

15～19 （略） 

 

 

（その他） 

第11 （略） 

 ２～５ （略） 

６ 事業の着手は、原則として、国からの交付決定通知を受けて

行うものとするが、やむを得ない事情により、交付金の交付決

定の前に着手する必要がある場合には、その理由を具体的に明

記した交付決定前着手届（別記様式第８号）をあらかじめ地方

農政局長等に提出するものとする。なお、事業実施主体は、交

付決定前に着手した場合には、要綱の規定による交付金交付申

請書の２の備考欄に着手年月日及び交付決定前着手届の文書

番号を記載するものとする。 

７～13 （略） 

14 事業実施主体が都道府県及び市町村以外の場合であって、都

道府県が定率助成の事業種類の欄19の指導（以下「指導事業」

という。）を実施していない場合又は１地区当たりの単年度の

交付金の交付額が１億円を超える場合には、事業実施主体は、

土地改良区体制強化事業実施要綱（平成28年４月１日付け27農

振第2429号農林水産事務次官依命通知）第６の１の（３）のイ

に基づく会計指導員、監査法人又は公認会計士等による外部監

査を受けるものとする。 

15～19 （略） 
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別表１（定額助成（ハード事業）） 

事業種類 事業内容等 上限単価 

１ （略） （略） （略） 

２ 暗渠排水 吸水渠（本暗渠管）の間

隔が10m以下の暗渠排水

の新設 

（略） 

 （１）～（４）（略） （略）  

３～７ （略） （略） （略） 

（注）（略） 

別表１（定額助成（ハード事業）） 

事業種類 事業内容等 上限単価 

１ （略） （略） （略） 

２ 暗渠排水 吸水渠（本暗渠管）の感

覚が10m以下の暗渠排水

の新設 

（略） 

 （１）～（４）（略） （略）  

３～７ （略） （略） （略） 

（注）（略） 

 

様式第１号 

畑作等促進整備計画（達成状況報告） 

１ 地区の概要 
地区名 事業実施主体 関係都道府県・市町村名 ６法指定地域等 

（略） （略）   

事業実施期間 受益面積 受益者数 総事業費 

（略） 
（事業実施前）○○ha 

（事業実施後）○○ha 
○○者 ○○百万円 

【地区の現状及び事業の目的】 

（略） 

 

【目標】 

（略） 

 

 
農地防災事業の実施 ○○○事業 Ａ、Ｂ 

定額助成の費用負担の方法 

（事業達成状況報告時のみ記

載） 

・総事業費（うち定額助成額○○千円） 

【総事業費（①＋②＋③）の内訳】 

①事業実施主体の支出額○○千円 

②農業者の支出額○○千円 

③農業者施工等（無償分）の金額換算○○千円 

定率助成の費用負担の方法  

予定管理者・管理方法  

その他必要な項目  

（注）（略） 

様式第１号 

畑作等促進整備計画（達成状況報告） 

１ 地区の概要 
地区名 事業実施主体 関係都道府県・市町村名 ６法指定地域等 

（略） （略）   

事業実施期間 受益面積 受益者数 総事業費 

（略） 
（事業実施前） 

（事業実施後） 
（新設） （新設） 

【地区の現状及び事業の目的】 

（略） 

 

【目標】 

（略） 

 

 
農地防災事業の実施 ○○○事業 Ａ、Ｂ 

定額助成の費用負担の方法 

（事業達成状況報告時のみ記

載） 

・総事業費（うち定額助成額○○円） 

【総事業費（①＋②＋③）の内訳】 

①事業実施主体の支出額○○円 

②農業者の支出額○○円 

③農業者施工等（無償分）の金額換算○○円 

定率助成の費用負担の方法  

予定管理者・管理方法  

その他必要な項目  

（注）（略） 
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２・３ （略） 

４ 整備内容補足資料 

（１）定額助成（ハード事業）に係る助成額 

事業種類 
単価 受益面積又は施工延長 助成額（百万円） 

Ａ Ｂ Ｃ＝Ａ×Ｂ 

ほ場の区画拡大    

 

水路の変更を伴わないも
の 

   

 

高低差10cm超 
25万円/10a 
（  ） 

○○a  

高低差10cm以下 
表土扱い有り 

23.5万円/10a 
（  ） 

○○a  

高低差10cm以下 
表土扱い無し 

6万円/10a 
（  ） 

○○a  

畦畔除去のみ 
3.5万円/100m 
（  ） 

○○m  

緩傾斜化 
10.5万円/10a 
（  ） 

○○a  

水路の変更を伴うもの    

 

高低差10cm超 
42万円/10a 
（  ） 

○○a  

高低差10cm以下 
表土扱い有り 

40万円/10a 
（  ） 

○○a  

高低差10cm以下 
表土扱い無し 

22.5万円/10a 
（  ） 

○○a  

暗渠排水    

 

バックホウ工法 
表土扱い有り 

19万円/10a 
（  ） 

○○a  

バックホウ工法 
表土扱い無し 

17万円/10a 
（  ） 

○○a  

トレンチャ工法 
12万円/10a 
（  ） 

○○a  

掘削同時埋設工法 
10.5万円/10a 
（  ） 

○○a  

湧水処理    

 
表土扱い有り 

20.5万円/100m 
（  ） 

○○m  

表土扱い無し 
18.5万円/100m 

（  ） 
○○m  

末端畑地かんがい施設    

 

樹園地 
29万円/10a 
（  ） 

○○a  

樹園地以外 
18.5万円/10a 
（  ） 

○○a  

ほ場外からの接続管施工 
6.5万円/10m 
（  ） 

○○m  

給水栓設置のみ 
2万円/箇所 
（  ） 

○○箇所  

土層改良    

 

２・３ （略） 

４ 整備内容補足資料 

（１）定額助成（ハード事業）に係る助成額 

事業種類 
単価 受益面積又は施工延長 助成額（百万円） 

Ａ Ｂ Ｃ＝Ａ×Ｂ 

ほ場の区画拡大    

 

水路の変更を伴わないも
の 

   

 

高低差10cm超 
12.5万円/10a 

（  ） 
○○a  

高低差10cm以下 
表土扱い有り 

10.5万円/10a 
（  ） 

○○a  

高低差10cm以下 
表土扱い無し 

5.5万円/10a 
（  ） 

○○a  

畦畔除去のみ 
3万円/100m 
（  ） 

○○m  

緩傾斜化 
10.5万円/10a 

（  ） 
○○a  

水路の変更を伴うもの    

 

高低差10cm超 
25万円/10a 
（  ） 

○○a  

高低差10cm以下 
表土扱い有り 

23万円/10a 
（  ） 

○○a  

高低差10cm以下 
表土扱い無し 

17.5万円/10a 
（  ） 

○○a  

暗渠排水    

 

バックホウ工法 
表土扱い有り 

15万円/10a 
（  ） 

○○a  

バックホウ工法 
表土扱い無し 

14.5万円/10a 
（  ） 

○○a  

トレンチャ工法 
10万円/10a 
（  ） 

○○a  

掘削同時埋設工法 
7.5万円/10a 
（  ） 

○○a  

湧水処理    

 
表土扱い有り 

15万円/100m 
（  ） 

○○m  

表土扱い無し 
14万円/100m 
（  ） 

○○m  

末端畑地かんがい施設    

 

樹園地 
24.5万円/10a 

（  ） 
○○a  

樹園地以外 
15.5万円/10a 

（  ） 
○○a  

ほ場外からの接続管施工 
5万円/10m 
（  ） 

○○m  

給水栓設置のみ 
1.5万円/箇所 
（  ） 

○○箇所  

土層改良    



- 5 - 

 

反転耕 
28万円/10a 
（  ） 

○○a  

混層耕 
2万円/10a 
（  ） 

○○a  

堆肥施用 
2万円/10a 
（  ） 

○○a  

明渠排水 
1.5万円/10a 
（  ） 

○○a  

客土 
26万円/10a 
（  ） 

○○a  

除礫 
23.5万円/10a 
（  ） 

○○a  

更新整備    

 

用水路 
12.5万円/10m 
（  ） 

○○m  

排水路 
22万円/10m 
（  ） 

○○m  

農作業道 
11.5万円/10m 
（  ） 

○○m  

排水口 
4万円/箇所 
（  ） 

○箇所  

特認事業 
○○万円/○○ 

（  ） 
○○  

畑作転換工    

 
額縁明渠工 

1.5万円/100m 
（  ） 

○○m  

酸度矯正 
0.5万円/10a 
（  ） 

○○a  

合計    

（注）（略） 

（２）～（５）（略） 

５ （略） 

 

 

反転耕 
35.0万円/10a 

（  ） 
○○a  

混層耕 
2.5万円/10a 
（  ） 

○○a  

堆肥施用 
2.5万円/10a 
（  ） 

○○a  

明渠排水 
1.5万円/10a 
（  ） 

○○a  

客土 
11.5万円/10a 

（  ） 
○○a  

除礫 
20万円/10a 
（  ） 

○○a  

更新整備    

 

用水路 
9.5万円/10m 
（  ） 

○○m  

排水路 
14.5万円/10m 

（  ） 
○○m  

農作業道 
9.5万円/10m 
（  ） 

○○m  

排水口 
4.5万円/箇所 

（  ） 
○箇所  

特認事業 
○○万円/○○ 

（  ） 
○○  

畑作転換工    

 
額縁明渠工 

1.5万円/100m 
（  ） 

○○m  

酸度矯正 
0.5万円/10a 
（  ） 

○○a  

合計    

（注）（略） 

（２）～（５）（略） 

５ （略） 

 

別紙様式第４号 

番   号 

年 月 日 

 

農林水産省農村振興局長 

地 方 農 政 局 長 殿 

内閣府沖縄総合事務局長 

○ ○ ○ ○ 

○ ○ ○ 

別紙様式第４号 

番   号 

年 月 日 

 

農林水産省農村振興局長 

地 方 農 政 局 長 殿 

内閣府沖縄総合事務局長 

○ ○ ○ ○ 

○ ○ ○ 
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事業変更報告書 

 

 

別紙の地区について、畑作等促進整備事業を変更したので、畑作

等促進整備事業実施要領（令和５年４月１日付け４農振第3103号農

林水産省農村振興局長通知）第７に基づき、畑作等促進整備計画を

添付して報告する。 

（別紙）（略） 

 

 

事業変更申請書 

 

 

別紙の地区について、畑作等促進整備事業を変更したいので、畑

作等促進整備事業実施要領（令和５年４月１日付け４農振第3103号

農林水産省農村振興局長通知）第７に基づき、畑作等促進整備計画

を添付して申請する。 

（別紙）（略） 

 

（削る。） 別記様式第５号 

番   号 

年 月 日 

○ ○ ○  殿 

農林水産省農村振興局長 

地 方 農 政 局 長 

内閣府沖縄総合事務局長 

○ ○ ○ ○ 

 

事業変更通知書 

 

令和○○年○○月○○日付け○○第○○号で申請のあった変更

計画について承認したので通知する。なお、畑作等促進整備事業実

施要領（令和５年４月１日付け４農振第3103号農林水産省農村振興

局長通知）第９のとおり、事業費への助成については予算の範囲内

で行うものとする。 
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（別紙） 

地 区 名 事 業 概 要 

  

  

 

 

別記様式第５号～別記様式第７号 （略） 

 

別記様式第６号～別記様式第８号 （略） 

 

附 則 

 この通知は、令和７年４月１日から施行する。 

 


